
三水域（港湾・河川・漁港）におけるプレジャーボートの適正な管理を推進するための
今後の放置艇対策の方向性（案） 概要版

目 標

すべての放置艇の解消の最終的な目標は堅持しつつ、地域にとって支障となる放置艇については、概ね１０年程度
を目途に解消できるよう優先的に対策に取り組むことを目指す。
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達成度
評価広域的な連携による放置艇対策の推進（それぞれの地域事情を踏まえて実施）

新たな放置艇を防ぐ予防的措置の拡充

１．係留・保管能力の向上
１．１ 既存の係留・保管施設の収容余力の活用
１．２ 管理上支障のない水域の有効活用
１．３ 国の支援制度の有効活用（係留・保管施設整備）

２．効果的な規制措置の実施

３．１ 行政代執行・簡易代執行の適切な実施
３．２ 廃棄物としての撤去処分の推進
３．３ 沈船を未然に防ぐための迅速な対応
３．４ ＦＲＰ船リサイクルシステムの利用促進
３．５ 国の支援制度の有効活用（沈廃船処理）

４．放置艇の新規発生を防ぐ
予防的措置の実施

５．広域的な対策の推進 ５．１ 水域を越えた対応
５．２ 都道府県の枠を越えた対応

２．１ 放置等禁止区域等の指定の拡充
２．２ 所有者情報の把握
２．３ 所有者による係留・保管場所確保に向けた指導・啓発
２．４ 罰則規定の周知徹底

３．水域管理者等による監督の推進

４．１ 関係機関が連携した普及活動の充実
４．２ 日常的な放置艇対策への関係者の協力
４．３ 海洋教育等を通じた対策の周知
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資料－１



【参考】「令和5年度プレジャーボートの放置艇対策の推進に向けた検討会」の実施状況

2

■第1回検討会（令和5年9月4日実施）
（１）検討会の目的と進め方について
（２）令和 4 年度プレジャーボート実態調査結果について
（３）放置艇対策の進捗状況と今後の課題について
（４）その他

■第2回検討会（令和5年10月5日実施）
（１）第１回検討会での主な意見と対応について
（２）各委員からの放置艇対策等の報告について
（３）港湾管理者アンケート結果について
（４）その他

■第3回検討会（令和5年12月25日実施）
（１）プレジャーボートの放置艇対策の今後の方向性（案）について
（２）その他

■第4回検討会（令和6年3月27日実施）
（１）「三水域（港湾・河川・漁港）におけるプレジャーボートの適正な管理を

推進するための今後の放置艇対策の方向性（案）」について
（２）その他
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神奈川大学 海とみなと研究所 上席研究員
横浜国立大学名誉教授・放送大学名誉教授
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行政関係者
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